
 

 

全国救護施設協議会 令和６年度事業報告 
 

Ⅰ．総括                                               

 救護施設を取り巻く令和 6 年度の状況としては、個別支援計画の作成が制度化されるととも

に、地域移行の実績に応じた「地域移行加算」が新設されたほか、「就労支援加算」の新設、保

護施設通所事業における地域枠の拡充および事業定員の下限の緩和が施行される等、救護施

設の専門性や役割に対する期待の高まりが、制度改正に反映されていると捉えることができる。 

 また、令和 6 年 4 月に公布された「生活困窮者自立支援法等の一部を改正する法律」におい

ては、改正生活保護法により、被保護者に対する支援体制等に関する検討を行う「調整会議」

が設置できることとなった。本法律成立に先立ち公表された「生活困窮者自立支援制度及び生

活保護制度の見直しに関する最終報告書」（令和 5 年 12 月 27 日）においては、想定される調

整会議の構成員として、救護施設が挙げられているところである。 

 上記のような制度動向も背景としながら、真に支援を必要とする人を確実に受け止める「最後

のセーフティネット」として、救護施設がその役割を果たすための取り組みのさらなる推進を図

るために、各地区協議会との連携のもと、令和 6 年度は以下の事業を実施した。 

 

Ⅱ．事業の取り組み概要                                     

１．制度・予算対策活動の推進 

（１）救護施設をめぐる制度等の改善及び予算要望に向けた対応 

➢ 令和 6 年 5 月 24 日に、令和 7 年度予算及び今後の制度改善策にかかる下記 3 項目

をとりまとめた要望書を厚生労働省に提出した。結果、項目 1 および 2 の制度の適切な

運用については、厚生労働省より当該自治体に対し、運用に関する要請をすることも可

能であるとの回答を得た。 

【要望事項】 

１．退所可能な利用者への他法他施策の適切な適用促進 

２．地域共生社会の実現に向けて、地域に居住する被保護者等への支援を行うための保護

施設通所事業の適切な運用 

３．地域共生社会の実現を見据えた包括的な支援の実現のための「地域移行定着支援員」

（仮称）の配置 

なお、『３．地域共生社会の実現を見据えた包括的な支援の実現のための「地域移行定着

支援員」（仮称）の配置』は、本会が所属する全国社会福祉協議会（以下、全社協）政策委

員会が提出した『令和 7 年度社会福祉制度・予算・税制等に関する要望書～「ともに生き

る豊かな地域社会」の実現に向けて～』（令和 6 年 5 月 28 日）にも記載された。 

➢ 社会保障審議会生活困窮者自立支援および生活保護部会がとりまとめた「生活困窮者

自立支援制度及び生活保護制度の見直しに関する最終報告書」（令和 5 年 12 月 27

日）を踏まえ、「生活困窮者自立支援法等の一部を改正する法律」が成立し、令和 6 年 4



 

 

月 24 日に公布された（令和 7 年 4 月 1 日施行）。 

さらに、同報告書を踏まえ、令和 6 年 4 月より就労支援員配置による加算、保護施設通

所事業の地域枠の拡充および事業定員の下限の緩和が施行されているほか、令和 6 年

10 月からは、個別支援計画書の作成が制度化されている。 

これらの動向を受け、令和 7 年度に実施予定の全国救護施設実態調査等において、制

度化後の現場の実態を把握し、必要に応じて要望等の対応を検討することとした。 

 

２．地域共生社会の実現に向けた行動指針の推進 

（１）「救護施設が取り組む生活困窮者支援の行動指針」における重点項目の推進 

➢ １０月に開催した全国救護施設研究協議大会（以下、全国大会）や各地区大会において、

会員施設における「救護施設が取り組む生活困窮者支援の行動指針」（以下、行動指針）

のより一層の推進を呼びかけた。 

➢ また、全国大会 1 日目の第 1 分科会では「地域共生社会に向けた救護施設の取り組み」

をテーマに設け、救護施設の特性を生かした取り組みや、関係機関等と連携した取り組

みの促進を図った。 

➢ 「生活困窮者自立支援法等の一部を改正する法律」による改正生活保護法において設

置できることとなった調整会議について、各自治体で設置する際には救護施設の参画を

積極的に呼びかけてほしいこと等を、次年度の予算等要望書に盛り込むこととしている。 

（２）本会および会員施設が行う生活困窮者支援の取組みに関する社会への発信 

➢ 全国大会の開催報告をホームページにて公表し、救護施設の取り組みを社会に発信した。 

➢ また、一般社団法人全国福祉サービス第三者評価調査者連絡会が実施する研修会に西

村副会長が登壇し、救護施設の役割や専門性等について発信を行った（１２月１５日/オ

ンライン）。 

 

3．「救護施設の機能強化に向けての指針」を踏まえた機能強化の推進 

（1）救護施設の「見える化」の推進 

➢ 救護施設における個別支援計画書の作成の制度化により、実施機関との情報共有も求

められることとなった。これを踏まえ、個別支援計画書の共有が救護施設の専門性や取

り組みを“見える化”する効果も含まれていることを会員施設に周知し、実施機関の救護

施設に対する理解促進や、関係性の深化に向けた取り組みの促進を図った。 

➢ また、一般社団法人全国福祉サービス第三者評価調査者連絡会が実施する研修会に西

村副会長が登壇し、救護施設の役割や専門性等について発信を行うとともに、調査者の

救護施設への理解促進を求めることで、救護施設が受審しやすい環境の構築につなげ

た（１２月１５日/オンライン）。 

（２）セーフティネット機能の強化 

➢ 「生活困窮者自立支援法等の一部を改正する法律」による改正生活保護法において設

置できることとなった調整会議について、各自治体で設置する際には救護施設の参画を

積極的に呼びかけてほしいこと等を、次年度の予算等要望書に盛り込むこととしている

（再掲）。 



 

 

（３）地域生活支援の推進 

➢ 全国大会の第 3 分科会「利用者の地域生活への移行に向けた取り組み」において、各施

設の実践の共有と情報交換を行うことで、地域生活支援の推進を図った。 

➢ 全国厚生事業団体連絡協議会の各種委員会に委員が参画し、厚生関係施設の取組等

について検討を行った。 

➢ 「増補改訂版 地域生活支援関係事業ガイドブック」の頒布を行った。（頒布実績：3 部） 

 

４．利用者の人権を尊重した支援及び利用者主体の個別支援の推進 

（１）利用者の人権を尊重した支援と、利用者主体の個別支援の推進 

➢ 救護施設における個別支援計画書の作成の制度化を受け、引き続き多くの会員施設が

全救協版「救護施設個別支援計画書」の作成に取り組む等をとおして、より一層個別支

援の取り組みを促進するよう周知を行った。 

➢ また、「令和 6 年度救護施設経営者・施設長会議」、全国大会第 2 分科会「全救協版個

別支援計画書の活用」、「令和 6 年度救護施設福祉サービス研修会」において、個別支

援計画をテーマに企画を行い、個別支援計画書の理念・目的の理解の深化や、計画に

基づく支援の展開の促進を図った。 

➢ さらに、虐待・権利侵害の根絶に向けて、全国大会第 4 分科会「虐待・権利侵害の根絶

に向けた取り組み」において、虐待防止の取り組みについて実践共有と意見交換を行い、

職員の意識啓発を図った。 

（２）全社協主催「障害者虐待防止マネジャー研修会」への運営協力、参加促進 

➢ 令和 7 年 1 月 22 日（水）（オンデマンド配信期間 2 月 10 日（火）～3 月 7 日（金））に

開催された研修会の運営委員会に、守家副会長が参画して企画運営に協力するととも

に、会員施設に研修会の周知を行った。 

（３）全社協が行う福祉施設長専門講座への協力 

➢ 全社協（中央福祉学院）の福祉施設長専門講座の運営委員として西村副会長が参画した。 

 

５．施設職員の資質向上 

（１）「改訂新版救護施設職員ハンドブック」の普及・活用 

➢ 「改訂新版救護施設職員ハンドブック」の頒布を行った。（頒布実績：55 部） 

➢ また、改訂に向けた検討を進めた。 

 

６．全国大会・研修会の開催  

（１）第４6 回全国救護施設研究協議大会 

期 日 令和 6 年１０月１７日（木）～１８日（金） 

会 場 札幌パークホテル（北海道札幌市） 

参 加 者 数 406 名（うち、当日欠席者 11 名） 

プログラム -1 日目- 

【開会式】 



 

 

・開会宣言／北海道救護施設協議会 会長 越前 典洋 

・主催者挨拶／全国救護施設協議会 会長 大西 豊美 

全国社会福祉協議会 常務理事 金井 正人 

・永年勤続表彰 

・来賓紹介・祝辞 

／厚生労働省社会・援護局 保護課長 竹内 尚也 氏 

北海道知事 鈴木 直道 氏（代読：保健福祉部長 古岡 昇 氏） 

札幌市長 秋元 克広 氏 

（代読：地域生活支援担当部長 向瀬 茂樹 氏） 

札幌市社会福祉協議会 常務理事 高棹 則嗣 氏 

・主催者紹介 

／北海道社会福祉協議会 常務理事 佐藤 隆久 氏 

全国救護施設協議会 役員 

【行政説明】 

厚生労働省社会・援護局 保護課長 竹内 尚也 氏 

【基調報告】 

全国救護施設協議会 会長 大西 豊美 

【分科会】 

第 1 分科会「地域共生社会に向けた救護施設の取り組み」 

第 2 分科会「全救協版個別支援計画書の活用」 

第 3 分科会「利用者の地域生活への移行に向けた取り組み」 

第 4 分科会「虐待・権利侵害の根絶に向けた取り組み」 

第 5 分科会「施設生活を豊かにする取り組み」 

【情報交換会】 

 

-2 日目- 

【特別プログラム】 

「分科会研究テーマから見た救護施設の取り組み」 

／全国救護施設協議会 

会 長 大西 豊美 

副会長 川邊 智、石井 謙次、西村 行弘、守家 敬子 

【記念講演】 

「アイヌに生きて…そしてこれからのアイヌ」  

／詩人、「古布絵」作家、アイヌ文化伝承者 宇梶 静江 氏 

【閉会式】 

・次期開催地挨拶（東北地区）／救護施設太白荘 園長 菅原 喜久江 

・閉会挨拶／北海道救護施設協議会 副会長 三浦 敏人 

 



 

 

（２）令和 6 年度救護施設経営者・施設長会議 

期 日 令和 6 年 5 月 23 日（木）～24 日（金） 

会 場 全社協・灘尾ホール（東京都千代田区） 

参 加 者 数 １33 名（うち、当日欠席 2 名） 

プログラム -1 日目- 

・開会挨拶／全国救護施設協議会 会長 大西 豊美 

・行政説明／厚生労働省社会・援護局保護課  

保護事業室長 河合 篤史 氏 

・講演「保護施設における個別支援計画の制度化の意義」 

／東京都立大学 名誉教授、新潟医療福祉大学 教授 岡部 卓 氏 

 

-2 日目- 

 ・対談「個別支援計画書策定の制度化を契機として入所者支援の 

さらなる充実を考える」 

／全国救護施設協議会  会長 大西 豊美 

                    調査・研究・研修委員長 笠木 素子 

 ・グループ討議 

「今般の制度改正(個別支援計画、通所事業、就労支援）への取り組み」 

 

（３）令和 6 年度救護施設福祉サービス研修会 

期 日 令和 6 年 12 月 17 日（火）～18 日（水） 

会 場 全社協・灘尾ホール（東京都千代田区） 

参 加 者 数 １58 名（うち、当日欠席 3 名） 

プログラム -1 日目- 

・開会挨拶／全国救護施設協議会 会長 大西 豊美 

・講義Ⅰ「救護施設における個別支援と個別支援計画書の理念・目的」 

／全国救護施設協議会 副会長 守家 敬子 

・講義Ⅱ「アセスメントと個別支援計画書の作成」 

／全国救護施設協議会 個別支援計画に関する検討委員会 

委員 前嶋 弘 

 

-2 日目- 

 ・演習「アセスメントと個別支援計画書の作成」 

 ・講義Ⅲ「個別支援計画書の作成者への助言方法 

（スーパービジョンの視点も踏まえながら）」 

／全国救護施設協議会 個別支援計画に関する検討委員会 

委員 前嶋 弘 

 

 



 

 

（４）第 47 回全国救護施設研究協議大会（東北地区）の開催準備 

➢ 宮城県・仙台市での開催に向けて、会場の選定やプログラムの企画等を進めた。 

開催日は令和 7 年 10 月 9 日（木）～10 日（金）とすることを決定した。 

 

７．協議会組織の強化 

（１）各地区救護施設協議会組織の活動の促進 

➢ 各地区協議会の活動促進に向けて、ブロック助成を実施した（7 月３１日（水））。 

➢ 各地区大会の開催にあたり正副会長が中央情勢報告を行った。 

≪各地区大会開催状況≫ 

地 区 日程／会場 中央情勢報告 

北 海 道 
7 月 9 日（火）～10 日（火） 

／ホテル法華俱楽部函館（北海道函館市） 
石井 謙次 副会長 

東 北 ８月３０日（水）／オンライン開催 西村 行弘 副会長 

関 東 
7 月 4 日（木）～5 日（金） 

／ホテルグリーンタワー幕張（千葉県千葉市） 
石井 謙次 副会長 

北陸中部 
7 月 25 日（木）～26 日（金） 

／ホテル国際 21（長野県長野市） 
大西 豊美 会長 

近 畿 
7 月 18 日（木）～19 日（金） 

／シティプラザ大阪（大阪府大阪市） 
大西 豊美 会長 

中国四国 
7 月 4 日（木）～5 日（金） 

／三翠園（高知県高知市） 
大西 豊美 会長 

九 州 

7 月 11 日（木）～12 日（金） 

／ホテルマイステイズ鹿児島天文館 

（鹿児島県鹿児島市） 

大西 豊美 会長 

 

（２）永年勤続功労者表彰 

➢ 令和６年度は、全国で７７施設１１７名が受彰された。第４６回全国救護施設研究協議大

会において表彰式を行った。 

（３）組織・財政の充実・強化 

➢ 令和６年度「全救協便覧」を８月に発行し、全会員施設に配付した（会員施設数 18１施設）。 

 

 

８．本会及び救護施設の広報・情報提供活動の強化 

（１）社会福祉制度・施策の動向等を内容とする情報の迅速な情報発信 

➢ 本会ホームページや地区救護施設協議会を通じて、「生活困窮者自立支援法等の一部

を改正する法律」や個別支援計画書の作成の制度化等、社会福祉制度・施策に関する

情報を提供した。 

 



 

 

（２）制度・施策関連情報の提供 

➢ 社会福祉制度・施策に関する情報提供を行う「全社協 障害福祉関係ニュース」の発行

に協力した。 

（３）本会 Web サイトの充実 

➢ 本会 Web サイトの充実を含め、広報機能の強化について検討を行った。 

（４）「救護施設ＰＲパンフレット」の普及・活用 

➢ 全国大会や地区大会の基調報告等で、改訂した「救護施設 PR パンフレット」の積極的な

活用を促し、各地域における PR 活動の推進を図った。（頒布実績：101 セット（10,100

部）） 

（５）「救護施設を活用した自立に向けた手引き」の活用 

➢ 本会 Web サイトから冊子データをダウンロードしての活用を推進した。 

 

９．災害時における支援体制の構築 

（１）全救協「災害対応マニュアル」の普及・活用 

➢ 本年度発生した自然災害等を受けて会員施設の被害状況を確認したが、大きな被害は

確認されなかった。 

 

10．会務の運営 

（１）総会の開催 

５月２3 日（木）/全社協・灘尾ホール 

・令和 5 年度補正予算（案）について 

・令和 5 年度事業報告（案）及び決算について 

・令和 6 年度事業計画（案）及び予算（案）について 

・令和 7 年度予算及び今後の制度改善策にかかる要望について（案） 

（２）常任協議員会の開催 

(第１回)５月２３日（木）/全社協会議室 

・令和５年度事業報告案、決算について 

・令和６年度総会の運営について 

・令和６年度救護施設経営者・施設長会議の運営について 

(第２回)１０月１６日（水）/札幌パークホテル 

・第４６回全国大会の運営について 

・各委員会における検討状況について 

（第３回）１1 月１５日（金）/Web 会議 

   ・個別支援計画作成の制度化に係る今後の方針について 

(第４回)１２月１２日（木）/全社協会議室 

・令和６年度事業の進捗状況 

・令和７年度事業計画案・予算案の作成に向けた検討 

※会議終了後、厚生労働省との意見交換を実施 



 

 

（第５回）令和７年２月２０日（木）/全日通霞が関ビル 

・令和７年度事業計画案・予算案の編成に係る検討 

・救護施設経営者・施設長会議について 

・令和８度予算および今後の制度改善策にかかる要望について（案） 

・第４７回全国大会（宮城県）について 

（３）正副会長・委員長・地区会長等会議の開催 

開催せず。 

（４）専門委員会の開催 

①総務・財政・広報委員会 

（第１回）６月２６日（水）/全日通霞が関ビル 

・本年度事業の進め方について 

・令和６年度経営者・施設長会議の振り返り 

・令和６年度永年勤続功労者表彰について 

・第４６回全国救護施設研究協議大会（北海道）について 

・第４７回全国救護施設研究協議大会（宮城県）について 

（第２回）令和 7 年１月３０日（木）/Web 会議 

・令和７年度事業計画案・予算案の編成に係る検討 

・令和７年度救護施設経営者・施設長会議の企画 

・第４７回全国救護施設研究協議大会（宮城県）の企画 

②制度・予算対策委員会 

（第１回）９月１７日（火）/全社協会議室 

・本年度事業の進め方について 

・令和８年度予算及び今後の制度改善策に係る要望に向けた検討 

（第２回）令和７年１月９日（木）/Web 会議 

・令和７年度事業計画案・予算案の編成に係る検討 

・令和８年度予算及び今後の制度改善策に係る要望に向けた検討 

③調査・研究・研修委員会 

（第１回）７月３１日（水）/全社協会議室 

・本年度事業の進め方について 

・令和６年度救護施設福祉サービス研修会の企画について 

・救護施設実態調査２０２５に向けた検討 

・救護施設職員ハンドブックの改訂について 

（第２回）１１月５日（火）/Web 会議 

     ・個別支援計画作成の制度化に係る今後の方針について 

（第３回）令和７年１月１６日（木）/Web 会議 

・令和７年度事業計画案・予算案の編成に係る検討 

・救護施設職員ハンドブックの改訂について 

・救護施設実態調査２０２５に向けた検討 



 

 

（５）特別委員会の開催 

①救護施設における生活困窮者支援に関する特別委員会 

開催せず。 

②救護施設のあり方に関する検討会 

開催せず。 

③個別支援計画に関する検討委員会 

開催せず。 

（６）その他(必要に応じた)会議の開催・参画 

開催せず。 

 

11．全社協各種委員会への参加、関係団体との連携 

（１）全社協各種委員会等への参画協力 

①全社協 評議員会 

石井副会長が参画。 

②全社協 社会福祉施設協議会連絡会会長会議および調査研究部会 

（会長会議）大西会長が参画。 

（調査研究部会）川邊副会長が参画。 

③全社協 政策委員会および幹事会 

石井副会長が参画。 

④全社協 福祉サービスの質の向上推進委員会 

守家副会長が参画。 

⑤全社協 福祉施設長専門講座運営委員会 

西村副会長が参画。 

 

⑥全社協 国際社会福祉基金委員会 

石井副会長が参画。 

⑦障害関係種別協議会等会長会議への参画 

大西会長が参画。 

（２）関係団体への参加協力 

①認定非営利活動法人 日本障害者協議会（JD） 

西村副会長が協議員として参画。 

②社会福祉法人福利厚生センター 

大西会長が評議員として参画。 


